
「雇用類似の働き方に係る論点整理等に関する検討会」 概要

○ 雇用類似の働き方が拡大している状況に鑑み、「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）にお
いて「順次実態を把握し、雇用類似の働き方に関する保護等の在り方について、有識者会議で法的保護の必要性を含
めて中長期的に検討する」と指摘。

○ これを受け、「雇用類似の働き方に関する検討会」（平成30年３月30日報告書公表）において、雇用類似の働き方に関す
る実態把握・課題整理等を実施。

○ その後、「労働政策審議会労働政策基本部会」において、引き続き、雇用類似の働き方に関する保護等の在り方に
ついて議論。同部会報告書（平成30年９月５日労働政策審議会了承）において、「法律、経済学等の専門家による検討に速や
かに着手することが必要である」旨指摘。

○ こうした状況を踏まえ、雇用類似の働き方に係る論点整理等を行い、その保護等の在り方について検討を行うため、
法律、経済学等の有識者からなる検討会を開催。

※ あわせて、「規制改革実施計画」（平成30年６月15日閣議決定）において、放送に係る制作現場での雇用類似の働き方について、実態と課題の整理・
分析を行い、雇用類似の働き方の保護等の在り方についての全般的な検討の材料とするとともに、放送に係る制作現場における当面の必要な措置に
つき検討することとされている
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これまでの開催経過

・第１回（平成30年10月19日）
・第２回（平成30年12月３日）
・第３回（平成30年12月25日）

・第４回（平成31年１月22日）
・第５回（平成31年２月13日）
・第６回（平成31年３月１日） ※引き続き、開催予定

・第７回（平成31年３月13日）
・第８回（平成31年３月22日）

参考資料４


